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政
治
資
金
関
係
申
請
・
届
出
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
（
以
下
、
「
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
」
と
い
う
）
は
、
政
治
団
体
な
ど

政
治
資
金
規
正
法
の
対
象
団
体
が
、
電
子
的
に
申
請
及
び
届
出
を
行
え
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
は
、
平

成
二
十
一
年
度
に
従
前
の
政
治
資
金
・
政
党
助
成
関
係
申
請
・
届
出
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
か
ら
更
新
さ
れ
運
用
が
継
続
さ
れ

て
い
る
。
令
和
二
年
十
二
月
十
二
日
付
の
朝
日
新
聞
に
よ
る
と
、
平
成
十
七
年
二
月
の
シ
ス
テ
ム
導
入
以
来
、
国
は
約
三
十
六

億
円
を
投
じ
て
お
り
、
運
用
に
は
毎
年
約
六
千
万
円
が
支
出
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。 

 

右
を
踏
ま
え
、
以
下
質
問
す
る
。 

一 

平
成
二
十
一
年
九
月
、
会
計
検
査
院
は
政
治
資
金
・
政
党
助
成
関
係
申
請
・
届
出
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
電

子
申
請
率
が
低
迷
し
て
お
り
、
シ
ス
テ
ム
の
停
止
、
簡
易
な
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行
な
ど
費
用
対
効
果
を
踏
ま
え
た
措
置
を
執

る
よ
う
指
摘
し
た
。
こ
の
指
摘
を
受
け
、
使
途
等
報
告
書
の
提
出
を
含
む
政
党
助
成
関
係
の
シ
ス
テ
ム
が
停
止
さ
れ
た
と
考

え
ら
れ
る
が
、
な
ぜ
、
使
途
等
報
告
書
の
提
出
を
含
む
政
党
助
成
関
係
の
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
簡
易
な
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行

で
は
な
く
、
シ
ス
テ
ム
の
停
止
に
至
っ
た
の
か
。
ま
た
、
シ
ス
テ
ム
の
停
止
か
ら
現
在
に
至
る
ま
で
、
簡
易
な
シ
ス
テ
ム
へ

の
移
行
は
検
討
さ
れ
て
い
な
い
の
か
。
新
し
い
生
活
様
式
の
実
践
例
な
ど
の
時
勢
の
変
化
に
伴
っ
た
対
応
も
求
め
ら
れ
る
こ



 

２ 

 

と
か
ら
、
政
府
の
見
解
を
問
う
。 

二 
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
は
、
使
途
等
報
告
書
の
提
出
を
含
む
政
党
助
成
法
に
関
す
る
手
続
き
が
出
来
な
い
仕
様
に
変
更
さ

れ
て
い
る
。
政
党
本
部
及
び
政
党
支
部
は
、
政
治
資
金
収
支
報
告
書
に
つ
い
て
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
で
提
出
で
き
る
も
の

の
、
使
途
等
報
告
書
の
提
出
を
含
む
政
党
助
成
法
の
手
続
き
は
行
え
な
い
た
め
、
総
務
大
臣
ま
た
は
所
在
す
る
都
道
府
県
選

管
へ
使
途
等
報
告
書
を
郵
送
ま
た
は
持
参
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

１ 

デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
メ
ン
ト
を
推
進
す
る
政
府
は
、
改
め
て
使
途
等
報
告
書
の
提
出
を
含
む
、
政
党
助
成
法
に
基
づ
く
各
種

手
続
き
に
つ
い
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
・
届
出
を
導
入
す
る
考
え
は
な
い
か
、
見
解
を
問
う
。 

 

２ 

政
党
助
成
法
に
関
す
る
手
続
き
書
類
は
、
押
印
が
必
要
と
な
る
。
行
政
手
続
き
上
の
押
印
の
見
直
し
に
使
途
等
報
告
書

を
含
め
る
必
要
は
な
い
か
、
政
府
の
見
解
を
問
う
。 

三 

政
治
団
体
及
び
政
党
支
部
は
、
収
支
報
告
書
に
つ
い
て
要
旨
の
公
表
の
日
か
ら
三
年
間
、
使
途
等
報
告
書
に
つ
い
て
要
旨

の
公
表
の
日
か
ら
五
年
間
、
会
計
帳
簿
、
明
細
書
、
領
収
書
及
び
振
込
明
細
書
な
ど
を
原
本
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
の
利
用
が
進
ま
な
い
理
由
の
一
つ
に
、
こ
の
保
存
義
務
が
考
え
ら
れ
る
。 

 
 

ま
た
、
選
挙
運
動
費
用
収
支
報
告
書
に
つ
い
て
も
、
報
告
書
の
提
出
の
日
か
ら
三
年
間
、
会
計
帳
簿
及
び
領
収
書
な
ど
を



 

３ 

 

原
本
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。 

 
 

政
府
は
企
業
の
税
務
関
連
書
類
に
つ
い
て
、
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の

特
例
に
関
す
る
法
律
の
改
正
案
に
よ
り
電
子
ス
キ
ャ
ン
し
て
保
存
す
る
要
件
を
大
幅
に
緩
和
す
る
と
さ
れ
る
。
政
治
資
金
規

正
法
、
政
党
助
成
法
及
び
公
職
選
挙
法
に
つ
い
て
、
な
ぜ
文
書
の
真
正
性
を
確
保
す
る
た
め
に
、
原
本
保
管
の
義
務
を
要
す

る
の
か
、
政
府
の
見
解
を
問
う
。
ま
た
、
会
計
帳
簿
及
び
領
収
書
な
ど
を
電
子
デ
ー
タ
の
ま
ま
保
管
す
る
デ
ジ
タ
ル
化
に
向

け
て
、
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
第
三
条
及
び
第
四
条
の

適
用
を
除
外
す
る
規
定
を
廃
止
す
る
こ
と
で
、
紙
で
の
保
存
義
務
を
緩
和
す
る
考
え
は
な
い
か
。
政
府
の
見
解
を
問
う
。 

 

右
質
問
す
る
。 


